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《本教材にについて》 
・本PDFは閲覧・ダウンロードは可能ですが、掲載してある内容を無断複

写・無断転載は禁止します。 

 

・解説動画は、ラジアータインクリース[過去問解説]ページからYouTube動

画をご覧いただけます。 

 

 

《最短最速合格ガイドについて》 
・[最短最速合格ガイド]の詳細についてはラジアータインクリース[FP試験

教材]ページからご覧ください。 

 

 

  



 

 

 

解答にあたっての注意 

1.試験問題については、特に指示のない限り、2022 年 10 月 1 日現在施

行の法令等に基づいて解答してください。なお、東日本大震災の被災者

等に対する各種特例等については考慮しないものとします。 

 

2.問題は、【第 1 問】から【第 5 問】まであります。  

 

3.各問の問題番号は、通し番号になっており、《問 1》から《問 15》までとな

っています。 

 

4.解答にあたっては、各設例および各問に記載された条件・指示に従 

うものとし、それ以外については考慮しないものとします。 5.解答は、解

答用紙に記入してください。その際、漢字は楷書で、数字は算用数字で

明瞭に記入してください。また、記号は判別できるよう明瞭に記入してくだ

さい。 

 

 

  



【第 1 問】 次の設例に基づいて下記の各問(《問 1》~《問 3》)に答えなさ

い。 

  

  



《問 1》 A さんが、原則として 65 歳から受給することができる老齢基礎年

金および老齢厚生年金の年金額(2022 年度価額)を計算した次の<計算

の手順>の空欄①~④に入る最も適切な数値を解答用紙に記入しなさい。

計算にあたっては、《設例》の<A さん夫妻に関する資料>および下記の<

資料>に基づくこと。なお、問題の性質上、明らかにできない部分は「□□

□」で示してある。 

  

<計算の手順> 

 1.老齢基礎年金の年金額 (円未満四捨五入) 

    ( ① )円 

  

2.老齢厚生年金の年金額 

(1)報酬比例部分の額 (円未満四捨五入) 

   ( ② )円 

 

(2)経過的加算額 (円未満四捨五入) 

    ( ③ )円 

 

(3)基本年金額(上記「(1)+(2)」の額) □□□円 

 

(4)加給年金額 (要件を満たしている場合のみ加算すること) 

 

(5)老齢厚生年金の年金額 

   ( ④ )円  

 

  



 
 

  



【答え】 

①老齢基礎年金の年金額 

 

●老齢基礎年金の受給要件 

老齢基礎年金は、保険料納付済期間と保険料免除期間などを合算した、

受給資格期間が 10 年以上ある場合に、65 歳から受け取ることができま

す。 

 

●老齢基礎年金の計算方法 

20 歳から 60 歳になるまでの 40 年間の国民年金の納付月数や厚生年金

の加入期間等に応じて年金額が計算されます。 

 

[計算式] 

777,800円×(保険料納付済期間＋免除期間)÷480 月(40 年×12 月) 

 

[本問の場合] 

 
 

・未加入期間(28月)は計算に含みませんので、20歳から60歳まで「480月-

28月=452月」で計算します。 

 

 

777,800円×452 月/480 月=732,428.3...円 

                    =732,428円(円未満四捨五入) 

 

  



② 老齢厚生年金の年金額 

 

●報酬比例部分の額 

 
 

 
 

[a] 2003年3月以前の期間分 

280,000円×7.125/1000×204 月=406,980円 

 

 

[b] 2003年4月以後の期間分 

440,000円×5.481/1000×308月=742,785.12円 

 

 

[a+b] 

406,980円+742,785.12円=1,149,765.12円 

                =1,149,765円(万円未満四捨五入) 

 

 



●経過的加算の計算方法 

1,621円×被保険者期間の月数-777,800円×(1961 年以後で 20 歳以上

60 歳未満の厚生年金保険の被保険者期間の月数/480) 

 

[本問の場合] 

・未加入期間(28月)は計算に含みませんので、20歳から60歳まで「480月-28

月=452月」で計算します。 

 

1,621円×480月-777,800円×452月/480月=45,652円 

                                

 

 

●加給年金の支給要件 

厚生年金保険の被保険者期間が 20 年以上ある方が、65 歳到達時点で、そ

の方に生計を維持されている配偶者または子(18歳になって最初の 3 月 31

日まで)がいるときに加算されます。 

 

妻 B さんは年下で、厚生年金保険の被保険者期間が 20 年以上あるので、

加給年金の支給対象です。 

 

 

『老齢厚生年金の年金額』 
老齢厚生年金の年金額=報酬比例部分+経過的加算 

1,149,765円+45,652円+388,900=1,584,317円 

 

したがって正解は、 

①732,428円(円) 

②1,149,765(円) 

③45,652(円) 

④1,584,317(円) 

  



《問 2》 M さんは、A さんに対して、A さん夫妻が受給することができる公的

年金制度からの老齢給付について説明した。M さんが説明した次の記述①

~③について、適切なものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に

記入しなさい。 

 

① 「A さんは特別支給の老齢厚生年金を受給することができませんが、妻

B さんは 64 歳から報酬比例部分のみの特別支給の老齢厚生年金を受給す

ることができます」 

 

② 「仮に、A さんが 60 歳 0カ月で老齢基礎年金および老齢厚生年金の繰

上げ支給を請求した場合の減額率は 24%となります。繰上げ支給を請求した

場合は、一生涯減額された年金額を受け取ることになります」 

 

③ 「A さんが希望すれば、66 歳以後、老齢基礎年金および老齢厚生年金

の繰下げ支給の申出をすることができます。A さんの場合、繰下げの上限年

齢は 70 歳です」 

 

 

  



【答え】 

ア：×不適切 

●特別支給の老齢厚生年金が支給要件 

・男性の場合、昭和 36 年(1961 年)4 月 1 日以前に生まれたこと。 

・女性の場合、昭和 41 年(1966 年)4 月 1 日以前に生まれたこと。 

 

[本問の場合] 

A さんは、1963 年 12 月 11 日生まれ 

妻 B さんは、1967年 10 月 20 日生まれ 

ですので、いずれも特別支給の老齢厚生年金は支給されません。 

 

 

イ：○適切 

・老齢基礎年金の繰上げ支給 

減額率=0.4%×繰上げ請求月から 65 歳に達する日の前月までの月数  

最大 24%減額 

 

 

ウ：×不適切 

・法改正により、老齢年金の繰下げの年齢について、上限が 70 歳から 75 歳

に引き上げられました。 

 

 

  



《問 3》 M さんは、A さんに対して、雇用保険の高年齢雇用継続基本給付金

および在職老齢 年金について説明した。M さんが説明した以下の文章の

空欄①~③に入る最も適切な語 句または数値を、下記の〈語句群〉のなかか

ら選び、その記号を解答用紙に記入しなさい。 

 

I 「A さんが X 社の継続雇用制度を利用して、60 歳以後も引き続き X 社に

勤務し、かつ、60 歳以後の各月(支給対象月)に支払われた賃金額(みなし

賃金を含む)が 60 歳到達時の賃金月額の( ① )%未満となる場合、A さん

は、所定の手続により、原則として、高年齢雇用継続基本給付金を受給する

ことができます。高年齢雇用継続基本給付金の額は、支給対象月ごとに、そ

の月に支払われた賃金 額の低下率に応じて、一定の方法により算定されま

すが、賃金額が 60 歳到達時の賃金月額の 61%未満となる場合、原則とし

て、当該金額は賃金額の( ② )%に相当する額になります」 

 

II 「A さんが、65 歳以後も引き続き厚生年金保険の被保険者として X 社に

勤務し、かつ、65 歳から老齢厚生年金を受給する場合、A さんの老齢厚生

年金の報酬比例部分の額に基づく基本月額と総報酬月額相当額との合計

額が( ③ )(支給停止調整額、2022 年度価額)以下のときは調整が行われ

ず、老齢厚生年金は全額支給されます」 

 

 

〈語句群〉 

イ.15  ロ.20  ハ.25  ニ.75  ホ.80  ヘ.85   

ト.40万円 チ.47 万円 リ.50万円 

 

  



【答え】 

① ニ.75 

『雇用保険の高年齢雇用継続給付』 

・雇用保険の被保険者期間が通算5年以上 

・60歳到達時等の時点に比べて賃金が ①75％未満 に低下 

・60歳以上65歳未満の一般被保険者の方に支給されます。 

（高年齢雇用継続基本給付金と高年齢再就職給付金の2種類）。 

 

 

② イ.15 

高年齢雇用継続基本給付金は最高で、賃金月額の②15%相当額です。 

 

 

③ チ.47 万円 

総報酬月額相当額と老齢厚生年金の基本月額の合計が「③ 47 万円」を超

えない場合は年金額の支給停止は行わず、「47 万円」を上回る場合は年金

額の全部または一部について支給停止される計算方法に緩和されます。 

 

 

したがって正解は、①ニ ②イ ③チ 

 

  



【第 2 問】 次の設例に基づいて下記の各問(《問 4》~《問 6》)に答えなさい。  

 
  



《問 4》 M さんは、A さんに対して、必要保障額および現在加入している定

期保険特約付終身保険の保障金額について説明した。M さんが説明した以

下の文章の空欄①、②に入る最も適切な数値を解答用紙に記入しなさい。

なお、問題の性質上、明らかにできない部分は「□□□」で示してある。 

 

「生命保険の見直しをするにあたって、現時点での必要保障額を算出し、準

備すべき 死亡保障の額を把握しましょう。下記の<算式>および<条件>を参

考にすれば、A さんが現時点で死亡した場合の必要保障額は( ① )万円と

なります。 

 A さんが現時点で死亡(不慮の事故や所定の感染症以外)した場合、定期

保険特約付終身保険から妻 B さんに支払われる死亡保険金額は( ② )万

円となります。他方、A さんが不慮の事故で 180 日以内に死亡した場合の死

亡保険金額は□□□万円となります」 

 

<算式> 

必要保障額=遺族に必要な生活資金等の支出の総額-遺族の収入見込金

額 

 

<条件> 

[1]現在の毎月の日常生活費は 35万円であり、A さん死亡後の妻 B さんの

生活費は、現在の日常生活費の 50%とする。 

[2]現時点の妻 B さんの年齢における平均余命は、34 年とする。  

[3]A さんの死亡整理資金(葬儀費用等)・緊急予備資金は、500万円とする。  

[4]住宅ローン(団体信用生命保険に加入)の残高は、400万円とする。  

[5]死亡退職金見込額とその他金融資産の合計額は、2,500万円とする。  

[6]A さん死亡後に妻 B さんが受け取る公的年金等の総額は、4,900万円と

する。  

[7]現在加入している生命保険の死亡保険金額は考慮しなくてよい。 

  



【答え】 

① 

必要保障額とは、万が一の時に遺族が暮らしていける金額のことです。 

必要保障額=遺族の支出-遺族の収入 

 

[本問の場合] 

●遺族の支出 

[1] [2] 妻 B さんの生活費 

      35万円×50%×12 ヶ月×34 年=7,140万円 

 

[3] 死亡整理金、緊急予備資金=500万円 

 

※[4] 住宅ローン(団体信用生命保険)の残高は、団体信用生命保険から支

払われる保険金と相殺されるため加算しません。 

 

総支出=7,140万円+500万円=7,640万円 

 

 

●遺族の収入 

[5]死亡退職金見込額とその他金融資産の合計額=2,500万円 

 

[6]妻 B さんが受け取る公的年金等の総額=4,900万円  

 

[7] 現在加入している生命保険の死亡保険金額は考慮しない。 

 

総収入=2,500万円+4,900万円=7,400万円 

 

 

総支出 7,640万円-総収入 7,400万円=必要保障額 240万円 

  



 
② 

●支払われる保険金・給付金 

・終身保険 200万円 

・定期保険特約 2,000万円 

・特定疾病保障定期保険特約 300万円 

合計=200万円+2,000万円+300万円=2,500万円 

 

●支払われない保険金・給付金 

・傷害特約・災害割増特約 

 不慮の事故や所定の感性症で事故発生日からその日含めて 180 以内に

死亡した場合に保険金が支払われる特約ですので、含みません。 

・入院特約・生活習慣病入院特約 

 本問では、現時点で死亡した場合ですので、入院特約は含みません。 

・リビングニーズ特約 

 被保険者が余命 6 ヶ月以内と判断された時、生存中に被保険者が死亡保

険金などの一部を前払いで受け取れる特約ですので、本問では含みませ

ん。 

 

よって支払われる死亡保険金額は=2,500万円 

 

したがって正解は、①240(万円) ②2,500(万円) 

  



《問 5》 M さんは、A さんに対して、公的介護保険の概要について説明し

た。M さんが説明した以下の文章の空欄①~④に入る最も適切な語句または

数値を、下記の〈語句群〉のなかから選び、その記号を解答用紙に記入しな

さい。なお、問題の性質上、明らかにできない部分は「□□□」で示してあ

る。 

I 「公的介護保険の被保険者が、当該制度から保険給付を受けるために

は、( ① )から要介護認定または要支援認定を受ける必要があります。ただ

し、A さんのように 40 歳以上( ② )歳未満の第 2 号被保険者については、

要介護状態または要支援状態となった原因が、末期がん、脳血管疾患など

の加齢に伴う特定疾病によって 生じたものでなければ保険給付は受けられ

ません」 

 

II 「要介護認定を受けた被保険者は介護給付を受けることができ、要支援

認定を受けた被保険者は予防給付を受けることができます。ただし、介護給

付の施設サービスのうち、介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム)を新た

に利用することができる要介護被保険者は、原則として、要介護状態区分が

( ③ )以上の者に限られています」 

 

III 「公的介護保険の保険給付を受ける者は、原則として、費用(食費、居住

費等を除く)の( ④ )割を事業者に支払うことになります。ただし、第 1 号被保

険者のうち、一定額以上の所得を有する者については、自己負担割合が□

□□割または□□□割となります」 

 

〈語句群〉 

イ.1  ロ.2  ハ.3  ニ.4  ホ.5  ヘ.65   

ト.70  チ.75  リ.市町村(特別区を含む)  ヌ.都道府県 

 

  



【答え】 

① リ：市町村(特別区を含む) 

公的介護保険とは、介護サービスを受けられる社会保険制度のことです。 

要介護・要支援状態の認定は、運営者である市町村と特別区(東京 23区)が

行います。 

 

 

② ヘ：65(歳) 

[介護保険の被保険者] 

  第１号被保険者 第２号被保険者 

対象者 ６５歳以上 ４０歳以上〜６５歳未満 

受給要件 要介護・要支援者 特定疾病により、要介護・要

支援になった人 

 

 

③ ハ：3 

介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム)に入所できるのは、原則として要

介護 3 以上の者に限定されます。 

 

 

④ イ：1(割) 

公的介護保険の自己負担割合は原則 1割ですが、第 1 号被保険者で合計

所得金額が一定以上の場合は 2割または 3割負担となります。 

 

 

したがって正解は、 

① リ：市町村(特別区を含む) 

② ヘ：65(歳) 

③ ハ：3 

④ イ：1(割) 

  



《問 6》 M さんは、A さんに対して、A さんが現在加入している生命保険の見

直しについて説明した。M さんが説明した次の記述①~③について、適切な

ものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。 

 

① 「公的介護保険の保険給付は、主に訪問介護や通所介護(デイサービス)

などの現物給付による介護サービスです。現在加入している生命保険の死

亡保険金額を減額し、民間の介護保険に新規加入することで、一定額の介

護年金や介護一時金の保障を準備することは検討に値すると思います」 

 

② 「医療保障については、保障が一生涯続く終身医療保険に見直しを行う

ことも検討事項の 1 つです。終身医療保険は、保障内容を変更しなければ、

主契約の保険料は保険期間の途中で上がることはありません」 

 

③ 「現在加入している定期保険特約付終身保険を見直す方法として、契約

転換制度の活用が考えられます。契約転換時の告知や医師の診査は不要

で、健康状態にかかわらず、保障内容を見直すことができます」 

 

 

  



【答え】 

ア： 適切 ○ 

本問の通り、 

公的介護保険の給付は、主に訪問介護や通所介護(デイサービス)などの現

物給付による介護サービスであるため、生活費や医療費を補うことはできま

せん。 

そこで、一時金や年金で現金給付される民間の介護保険・医療保険を検討

することは正しいと言えます。 

 

 

イ： 適切 ○ 

終身型の医療保険は、早くに加入したほうが月々の保険料負担が少なくな

り、また毎年の生命保険料控除の対象となるので、早く入った方がお得にな

ることがあります。 

 

 

ウ： 不適切 × 

契約転換制度は、現在の契約を活用して、新たな保険を契約する方法で

す。現在の契約の積立部分や積立配当金を転換(下取り)価格として新しい

契約の一部に当てる方法で、元の契約は消滅します。 

契約を転換する際に、告知や医師の診査が必要です。 

 

本問では、「診査は不要」と説明されていますので、不適切となります。 

 

  



【第 3 問】 次の設例に基づいて下記の各問《問 7》~《問 9》に答えなさい。  

 
  



《問 7》 仮に、X 社が A さんに役員退職金 4,000万円を支給した場合、A さ

んが受け取る役員退職金について、次の①、②を求め、解答用紙に記入し

なさい(計算過程の記載は不要)。〈答〉は万円単位とすること。なお、A さんの

役員在任期間(勤続年数)を 18年 4カ月とし、これ以外に退職手当等の収

入はなく、障害者になったことが退職の直接の原因ではないものとする。 

   

① 退職所得控除額 

② 退職所得の金額 

 

  



【答え】 

① 

●退職所得控除額の計算式 

勤続年数 退職所得控除額 

20年以下 40万×勤続年数（最低80万円） 

20年超 70万円×（勤続年数‐20年）＋800万円 

＊勤続年数1年未満の端数は1年として切り上げます。 

 

[本問の場合] 

Aさんの勤続年数18年4ヶ月なので、勤続年数19年で計算します。 

 

40万円×19年=760万円 

 

 

② 

●退職所得の計算式 

退職所得＝（収入金額‐退職所得控除額）×1/2 

 

(4,000万円-760万円)×1/2=1,620万円 

 

 

したがって正解は、 

①760 (万円) 

②1,620 (万円) 

  



《問 8》 <資料 1>の生命保険を現時点で解約した場合の X 社の経理処理

(仕訳)について、下記の<条件>を基に、空欄①~④に入る最も適切な語句ま

たは数値を、下記の〈語句群〉のなかから選び、その記号を解答用紙に記入

しなさい。 

 

 
 

 

〈語句群〉 

イ.1,000  ロ.1,250  ハ.1,700  ニ.1,800   

ホ.2,250  ヘ.3,500  ト.4,500  チ.雑収入  リ.雑損失 

 

  



【答え】 

① へ ：3,500(万円) 

借方には増えた金額を記入しますので、解約返戻金の額 3,500万円は現金

として借方に計上します。 

 

 

② ホ ：2,250(万円) 

2019年 7月 7日以前に契約した長期平準定期保険では、 

前半 6割の期間は、払込保険料の 2分の 1 を損金へ、残りの 2分の 1 は前

払保険料として資産計上されます。 

現時点の払込保険料累計額は 4,500万円です。 

よって現時点の資産計上額=4,500万円÷2=2,250万円 

 

 

③ チ ：雑所得 

解約返戻金の額が取り崩す資産計上額よりも多い場合、その差額を雑収入

として処理します。 

 

 

④ ロ ：1,250(万円) 

雑収入額=解約返戻金 3,500万円-取崩額 2,250万円=1,250万円 

 

 

したがって正解は、 

① へ ：3,500(万円) 

② ホ ：2,250(万円) 

③ チ ：雑所得 

④ ロ ：1,250(万円) 

 

 

  



《問 9》 M さんは、長男 B さんに対して、<資料 2>の生命保険について説明

した。M さんが説明した次の記述①~③について、適切なものには○印を、

不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。 

 

① 「X 社が受け取る特定疾病保険金は、取引先への買掛金支払や金融機

関への借入金返済など、長男 B さんが、がん等の重度の疾患で長期間不在

となった場合に会社を存続するための事業資金として活用することができま

す」 

 

② 「X 社が特定疾病保険金を受け取った場合、法人税法上、当該保険金

は非課税所得となりますので、益金に計上する必要はありません」 

 

③ 「当該生命保険の支払保険料は、その全額を損金の額に算入することが

できます」 

 

  



【答え】 

ア： 適切 ○ 

法人が受け取った保険金の資金使途は制限がありませんので、会社を存続

するための事業資金として活用することは可能です。 

 

 

イ： 不適切 × 

法人が受け取った保険金は、益金に計上する必要があります。 

 

 

ウ： 適切 ○ 

本問の保険は、無解約返戻金型で、全期払いで解約返戻金がありませんの

で、貯蓄性がないため、支払い保険料の全額を損金に算入できます。 

 

  



【第 4 問】 次の設例に基づいて下記の各問《問 10》~《問 12》に答えなさい。  

 
  



《問 10》 A さんの 2022 年分の所得税の課税に関する次の記述①~③につ

いて、適切なものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入し

なさい。 

 

① 「不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額のうち、当該不動産所

得を生ずべき土地の取得に係る負債の利子 20万円に相当する部分の金額

は、他の所得の金額と損益通算することはできません」 

 

② 「A さんが受け取った一時払変額個人年金保険の解約返戻金は、一時

所得の収入金額として総合課税の対象になります」 

 

③ 「A さんが 2022 年分の所得税の確定申告をするときに、納税地の所轄

税務署長に青色申告承認申請書を提出すれば、2022 年分の総所得金額

から、青色申告特別控除額を控除することができます」 

 

  



【答え】 

ア： 適切 ○ 

本問の通り、 

不動産所得の損失のうち、土地等を取得するために要した借入金の利子は

損益通算できません。 

 

イ： 適切 ○ 

本問の通り、 

一時払変額個人年金保険の解約返戻金は、契約から 5 年を超えて解約し

た場合は、一時所得となります。 

 

 

ウ： 不適切 × 

2022 年分の確定申告期限は 2023 年 2 月 16 日から 3 月 15 日までに提出

する必要があります。 

2022 年分から青色申告の適用する場合 2022 年 3 月 15 日までに提出する

必要があります。 

よって、2022 年の確定申告をするときに提出していては遅いので不適切とな

ります。 

  



《問 11》 A さんの 2022 年分の所得税における所得控除に関する以下の文

章の空欄①~③に入る最も適切な数値を、下記の〈数値群〉のなかから選び、

その記号を解答用紙に記入しなさい。 

 

I 「A さんの合計所得金額は( ① )万円以下であるため、A さんは 38 万円

の配偶者控除の適用を受けることができます。仮に、A さんの合計所得金額

が( ① )万円を超えると、配偶者控除の額は段階的に縮小し、合計所得金

額が( ② )万円を超えると、適用を受けることができません」 

 

II 「A さんが適用を受けることができる扶養控除の額は、( ③ )万円です」 

 

 

〈数値群〉 

イ.38 ロ.63 ハ.76 ニ.101 ホ.900 へ.950 ト.1,000 チ.1,500 リ.2,000 

-13- 〈2023.5 2 級・実技(生保)〉 

 

 

  



【答え】 

① ホ ：900(万円) 

●配偶者控除…生計を一にする配偶者の合計所得金額が48万円以下で

納税者本人の所得が1,000万円以下である場合に適用。 

控除を受ける納税者本人の

合計所得金額 

控除額 

一般の控除対象

配偶者 

老人控除対象配偶者

(70歳以上) 

900万円以下 38万円 48万円 

900万円超950万円以下 26万円 32万円 

950万円超1,000万円以下 13万円 16万円 

 

[本問の場合] 

妻 B さん(51 歳)で、A さんの合計所得金額 900万円以下なので、控除額は

38 万円です。 

 

 

② ト ：1,000(万円) 

配偶者控除の適用を受けるための納税者の合計所得金額の要件は、1,000

万円以下です。 

 

 



③ ニ ：101(万円) 

●扶養控除…扶養親族の合計所得金額が48万円以下である場合、配偶者

以外の親族は、一定金額の所得控除が受けられます。 

 対象者 控除額 

一般扶養者 扶養家族で 

16歳以上70歳未満 

38万円 

特定扶養者 扶養家族で 

19歳以上23歳未満 

63万円 

老人扶養者 扶養家族で 

70歳以上 

同居親族→58万円 

それ以外→48万円 

 

[本問の場合] 

長男 C さん(24 歳・収入なし)→38 万円 

長女 D さん(20 歳・給与収入 80万円) →63万円 

合計 101万円の控除となります。 

 

  



《問 12》 A さんの 2022 年分の所得税の算出税額を計算した下記の表の空

欄①~④に入る最も適切な数値を求めなさい。なお、問題の性質上、明らか

にできない部分は「□□□」で示してある。 

 

 

 
  



【答え】 

 
 

① 6,150,000(円) 

[給与収入：800万円] 

給与所得=給与収入-給与所得控除 

給与所得控除額=800万円×10%+110万円=190万円 

給与所得=800万円-190万円=610万円 

 

[不動産所得:▲40万円] 

不動産所得のうち、土地取得に係る負債の利子は含みません。 

▲40万円-20万円=▲20万円 

 

[一時所得] 

一時所得＝総収入金額‐支出金額-特別控除額（最高50万円） 

 600万円-500万円-50万円=50万円 

 総所得金額に算入する際は、1/2を算入します。 

 50万円×1/2=25万円 

 

総所得金額=610万円+▲20万円+25万円=615万円 

  



② 40,000(円) 

介護医療保険料控除の額は、年間支払い保険料が8万円以上である場合、

4万円となります。 

 

③ 480,000(円) 

●所得税の基礎控除 

合計所得金額 基礎控除額 

2019年度分 2020 年度以降分 

2,400万円以下  

 

 

38 万円 

48 万円 

2,400 万円超 2,450

万円以下 

32万円 

2,450 万円超 2,500

万円以下 

16万円 

2,500万円超 基礎控除額 0円 

Aさんの合計所得金額は2,400万円以下なので、基礎控除額は48万円となり

ます。 

 

④ 242,500(円) 

所得税額=課税総所得金額×税率で求めます。 

課税総所得金額335万円なので、速算表の「330万円超660万円以下」の区

分の式を使って計算します。 

 

3,350,000円×20%-427,500円=242,500円 

 

したがって正解は、 

① 6,150,000(円) 

② 40,000(円) 
③ 480,000(円 
④ 242,500(円) 

  



【第 5 問】 次の設例に基づいて下記の各問《問 13》~《問 15》に答えなさい。  

 
  



《問 13》 現時点(2023 年 5 月 28日)において、A さんの相続が開始した場

合における相続税の総額を試算した下記の表の空欄①~③に入る最も適切

な数値を求めなさい。なお、相続税の課税価格の合計額は 5億円とし、問題

の性質上、明らかにできない部分は「□□□」で示してある。 

 

 
 

 
  



【答え】 

① 4,800(万円) 

遺産に係る基礎控除額=3000万円+600万円×法定相続人の数 

 

[本問の場合] 

法定相続人は妻Bさん・長男Cさん・長女Dさんの3人です 

遺産に係る基礎控除額=3000万円+600万円×3人 

               =4,800万円 

 

② 7,470(万円) 

・課税遺産総額=5億円-4,8 00万円=4億5,200万円 

 

 [本問の場合] 

・法定相続分  

妻Bさん：1/2 

長男Cさん：1/4 

長女Dさん：1/4 

 

・課税遺産総額4億5,200万円を法定相続分で各人に分配 

妻Bさん：4億5,200万円×1/2=2億2,600万円 

長男Cさん：4億5,200万円×1/4=1億1,300万円 

長女Dさん：4億5,200万円×1/4=1億1,300万円 

 

・速算表より各人ごとの相続税額を算出 

妻Bさん：2億2,600万円×45%-2,700=7,470万円 

長男Cさん：1億1,300万円×40%-1,700万円=2,820万円 

長女Dさん：1億1,300万円×40%-1,700万円=2,820万円 

 

よって、妻Bさんの相続税額は7,470万円 

  



③ 13,110(万円) 

・相続税の総額 

7,470万円+2,820万円+2,820万円=13,110万円 
 

 

したがって正解は、 

① 4,800(万円) 

② 7,470(万円) 

③ 13,110(万円) 

 

  



《問 14》 X 社株式に関する以下の文章の空欄①~④に入る最も適切な語句

を、下記の〈語句群〉のなかから選び、その記号を解答用紙に記入しなさい。 

 

I 「X 社株式の価額の 1 つである類似業種比準価額は、類似業種の株価な

らびに 1株当たりの配当金額、1株当たりの( ① )、1株当たりの純資産価

額の 3 つの比準 要素を基に計算されます。A さんへの役員退職金の支給

は、1株当たりの( ① )および純資産価額を引き下げるため、X 社の株価は

下がります」 

 

II 「『非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例』の適用

を受けるためには、特例承継計画を策定して 2024 年 3 月 31 日までに

( ② )に提出し、その確認を受ける必要があります。長男 C さんが A さんか

ら X 社株式の贈与を受け、本特例の適用を受けた場合、原則として、A さん

の死亡時まで本特例の対象となる X 社株式の贈与に係る贈与税額の( ③ )

の納税が猶予されます。A さんが死亡した場合、本特例の適用を受けた X

社株式は、( ④ )の価額により相続税の課税価格に算入されますが、所定

の要件を満たせば、『非上場株式等の特例贈与者が死亡した場合の相続税

の納税猶予及び免除の特例』の適用を受けることができます」 

 

 

〈語句群〉 

イ.売上金額  ロ.資本金等の額  ハ.利益金額  ニ.内閣総理大臣   

ホ.都道府県知事  ヘ.所轄税務署長  ト.50%相当額  チ.80%相当額  

リ.全額  ヌ.贈与時   ル.相続時 

 

  



【答え】 

① ハ ：利益金額 

類似業種比準価額は、類似業種の株価ならびに 1株当たりの配当金額、利

益金額および簿価純資産価額を基として計算します 

 

 

② ホ ：都道府県知事 

特例承継計画の提出先は、都道府県知事です。 

 

 

③ リ ：全額 

「非上場株式等の贈与税の納税猶予及び免除の特例」の適用を受けた場

合、贈与税額の全額(納税猶予割合 100%)の納税が猶予されます。 

 

 

④ ヌ ：贈与時 

「非上場株式等の贈与税の納税猶予及び免除の特例」の適用を受け、贈与

された株式は、贈与時の価額で相続税の課税価格に算入されます。 

 

 

 

  



《問 15》 A さんの相続に関する次の記述①~③について、適切なものには○

印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。 

 

① 「円滑な遺産分割のための手段として遺言の作成を検討してください。公

正証書遺言を作成する場合、後継者の長男 C さんが証人になることが望ま

しいでしょう」 

 

② 「遺言により、相続財産の大半を妻 B さんおよび長男 C さんが相続した

場合、長女 D さんの遺留分を侵害するおそれがあります。仮に、遺留分を算

定するための財産の価額を 7億円とした場合、長女 D さんの遺留分の額は

1億 7,500万円となります」 

 

③ 「妻 B さんが自宅の敷地および建物を相続により取得した場合、相続税

の申告期限までに自宅の敷地を売却しても、自宅の敷地は特定居住用宅地

等として『小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例』の適

用を受けることができます」 

 

  



【答え】 

① 不適切 × 

推定相続人は公正証書遺言の証人になることはできません。 

本問では、長男 C さんは推定相続人ですので、証人になることはできません。 

 

② 不適切 × 

遺留分権利者が 

直系尊属のみの場合 

遺留分権利者が 

直系尊属のみ以外の場合 

遺留分= 

被相続人の財産×1/3 

遺留分= 

被相続人の財産×1/2 

 

[遺留分全体の額] 

7億円×1/2=3億 5,000万円 

 

[法定相続分] 

妻 B さん 1/2 

長男 C さん 1/4 

長女 D さん 1/4 

 

[長女 D さんの遺留分] 

3億 5,000万円×1/4=8,750万円 

 

本問では、「長女 D さんの遺留分の額は 1 億 7,500 万円」と説明されていま

すので、不適切となります。 

 

③ 適切 ○ 

本問の通り、 

配偶者が取得する場合、無条件で小規模宅地の特例を受けることができま

す。 

 

-終- 


